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（目的）
第一条　この法律は、社会教育法（昭和二十四年法律第二百七号）及び文化芸術基本法（平成十三
年法律第百四十八号）の精神に基づき、博物館の設置及び運営に関して必要な事項を定め、その
健全な発達を図り、もつて国民の教育、学術及び文化の発展に寄与することを目的とする。
（定義）
第二条　この法律において「博物館」とは、歴史、芸術、民俗、産業、自然科学等に関する資料を
収集し、保管（育成を含む。以下同じ。）し、展示して教育的配慮の下に一般公衆の利用に供
し、その教養、調査研究、レクリエーション等に資するために必要な事業を行い、併せてこれら
の資料に関する調査研究をすることを目的とする機関（社会教育法による公民館及び図書館法
（昭和二十五年法律第百十八号）による図書館を除く。）のうち、次章の規定による登録を受け
たものをいう。
２　この法律において「公立博物館」とは、地方公共団体又は地方独立行政法人（地方独立行政法
人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同
じ。）の設置する博物館をいう。
３　この法律において「私立博物館」とは、博物館のうち、公立博物館以外のものをいう。
４　この法律において「博物館資料」とは、博物館が収集し、保管し、又は展示する資料（電磁的
記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができない方式で作られ
た記録をいう。次条第一項第三号において同じ。）を含む。）をいう。
（博物館の事業）
第三条　博物館は、前条第一項に規定する目的を達成するため、おおむね次に掲げる事業を行う。
一　実物、標本、模写、模型、文献、図表、写真、フィルム、レコード等の博物館資料を豊富に
収集し、保管し、及び展示すること。
二　分館を設置し、又は博物館資料を当該博物館外で展示すること。
三　博物館資料に係る電磁的記録を作成し、公開すること。
四　一般公衆に対して、博物館資料の利用に関し必要な説明、助言、指導等を行い、又は研究
室、実験室、工作室、図書室等を設置してこれを利用させること。
五　博物館資料に関する専門的、技術的な調査研究を行うこと。
六　博物館資料の保管及び展示等に関する技術的研究を行うこと。
七　博物館資料に関する案内書、解説書、目録、図録、年報、調査研究の報告書等を作成し、及
び頒布すること。
八　博物館資料に関する講演会、講習会、映写会、研究会等を主催し、及びその開催を援助する
こと。
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九　当該博物館の所在地又はその周辺にある文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号）の
適用を受ける文化財について、解説書又は目録を作成する等一般公衆の当該文化財の利用の便
を図ること。
十　社会教育における学習の機会を利用して行つた学習の成果を活用して行う教育活動その他の
活動の機会を提供し、及びその提供を奨励すること。
十一　学芸員その他の博物館の事業に従事する人材の養成及び研修を行うこと。
十二　学校、図書館、研究所、公民館等の教育、学術又は文化に関する諸施設と協力し、その活
動を援助すること。

２　博物館は、前項各号に掲げる事業の充実を図るため、他の博物館、第三十一条第二項に規定す
る指定施設その他これらに類する施設との間において、資料の相互貸借、職員の交流、刊行物及
び情報の交換その他の活動を通じ、相互に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。
３　博物館は、第一項各号に掲げる事業の成果を活用するとともに、地方公共団体、学校、社会教
育施設その他の関係機関及び民間団体と相互に連携を図りながら協力し、当該博物館が所在する
地域における教育、学術及び文化の振興、文化観光（有形又は無形の文化的所産その他の文化に
関する資源（以下この項において「文化資源」という。）の観覧、文化資源に関する体験活動そ
の他の活動を通じて文化についての理解を深めることを目的とする観光をいう。）その他の活動
の推進を図り、もつて地域の活力の向上に寄与するよう努めるものとする。
（館長、学芸員その他の職員）
第四条　博物館に、館長を置く。
２　館長は、館務を掌理し、所属職員を監督して、博物館の任務の達成に努める。
３　博物館に、専門的職員として学芸員を置く。
４　学芸員は、博物館資料の収集、保管、展示及び調査研究その他これと関連する事業についての
専門的事項をつかさどる。
５　博物館に、館長及び学芸員のほか、学芸員補その他の職員を置くことができる。
６　学芸員補は、学芸員の職務を助ける。
（学芸員の資格）
第五条　次の各号のいずれかに該当する者は、学芸員となる資格を有する。
一　学士の学位（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第百四条第二項に規定する文部科
学大臣の定める学位（専門職大学を卒業した者に対して授与されるものに限る。）を含む。）
を有する者で、大学において文部科学省令で定める博物館に関する科目の単位を修得したもの
二　次条各号のいずれかに該当する者で、三年以上学芸員補の職にあつたもの
三　文部科学大臣が、文部科学省令で定めるところにより、前二号に掲げる者と同等以上の学力
及び経験を有する者と認めた者

２　前項第二号の学芸員補の職には、官公署、学校又は社会教育施設（博物館の事業に類する事業
を行う施設を含む。）における職で、社会教育主事、司書その他の学芸員補の職と同等以上の職
として文部科学大臣が指定するものを含むものとする。
（学芸員補の資格）
第六条　次の各号のいずれかに該当する者は、学芸員補となる資格を有する。
一　短期大学士の学位（学校教育法第百四条第二項に規定する文部科学大臣の定める学位（専門
職大学を卒業した者に対して授与されるものを除く。）及び同条第六項に規定する文部科学大
臣の定める学位を含む。）を有する者で、前条第一項第一号の文部科学省令で定める博物館に
関する科目の単位を修得したもの
二　前号に掲げる者と同等以上の学力及び経験を有する者として文部科学省令で定める者
（館長、学芸員及び学芸員補等の研修）
第七条　文部科学大臣及び都道府県の教育委員会は、館長、学芸員及び学芸員補その他の職員に対
し、その資質の向上のために必要な研修を行うよう努めるものとする。
（設置及び運営上望ましい基準）
第八条　文部科学大臣は、博物館の健全な発達を図るために、博物館の設置及び運営上望ましい基
準を定め、これを公表するものとする。
（運営の状況に関する評価等）
第九条　博物館は、当該博物館の運営の状況について評価を行うとともに、その結果に基づき博物
館の運営の改善を図るため必要な措置を講ずるよう努めなければならない。
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（運営の状況に関する情報の提供）
第十条　博物館は、当該博物館の事業に関する地域住民その他の関係者の理解を深めるとともに、
これらの者との連携及び協力の推進に資するため、当該博物館の運営の状況に関する情報を積極
的に提供するよう努めなければならない。
第二章　登録

（登録）
第十一条　博物館を設置しようとする者は、当該博物館について、当該博物館の所在する都道府県
の教育委員会（当該博物館（都道府県が設置するものを除く。）が指定都市（地方自治法（昭和
二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市をいう。以下同じ。）の区域
内に所在する場合にあつては、当該指定都市の教育委員会。第三十一条第一項第二号を除き、以
下同じ。）の登録を受けるものとする。
（登録の申請）
第十二条　前条の登録（以下「登録」という。）を受けようとする者は、都道府県の教育委員会の
定めるところにより、次に掲げる事項を記載した登録申請書を都道府県の教育委員会に提出しな
ければならない。
一　登録を受けようとする博物館の設置者の名称及び住所
二　登録を受けようとする博物館の名称及び所在地
三　その他都道府県の教育委員会の定める事項
２　前項の登録申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。
一　館則（博物館の規則のうち、目的、開館日、運営組織その他の博物館の運営上必要な事項を
定めたものをいう。）の写し
二　次条第一項各号に掲げる基準に適合していることを証する書類
三　その他都道府県の教育委員会の定める書類
（登録の審査）
第十三条　都道府県の教育委員会は、登録の申請に係る博物館が次の各号のいずれにも該当すると
認めるときは、当該博物館の登録をしなければならない。
一　当該申請に係る博物館の設置者が次のイ又はロに掲げる法人のいずれかに該当すること。
イ　地方公共団体又は地方独立行政法人
ロ　次に掲げる要件のいずれにも該当する法人（イに掲げる法人並びに国及び独立行政法人
（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人を
いう。第三十一条第一項及び第六項において同じ。）を除く。）
（１）　博物館を運営するために必要な経済的基礎を有すること。
（２）　当該申請に係る博物館の運営を担当する役員が博物館を運営するために必要な知識
又は経験を有すること。
（３）　当該申請に係る博物館の運営を担当する役員が社会的信望を有すること。

二　当該申請に係る博物館の設置者が、第十九条第一項の規定により登録を取り消され、その取
消しの日から二年を経過しない者でないこと。
三　博物館資料の収集、保管及び展示並びに博物館資料に関する調査研究を行う体制が、第三条
第一項各号に掲げる事業を行うために必要なものとして都道府県の教育委員会の定める基準に
適合するものであること。
四　学芸員その他の職員の配置が、第三条第一項各号に掲げる事業を行うために必要なものとし
て都道府県の教育委員会の定める基準に適合するものであること。
五　施設及び設備が、第三条第一項各号に掲げる事業を行うために必要なものとして都道府県の
教育委員会の定める基準に適合するものであること。
六　一年を通じて百五十日以上開館すること。
２　都道府県の教育委員会が前項第三号から第五号までの基準を定めるに当たつては、文部科学省
令で定める基準を参酌するものとする。
３　都道府県の教育委員会は、登録を行うときは、あらかじめ、博物館に関し学識経験を有する者
の意見を聴かなければならない。
（登録の実施等）
第十四条　登録は、都道府県の教育委員会が、次に掲げる事項を博物館登録原簿に記載してするも
のとする。
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一　第十二条第一項第一号及び第二号に掲げる事項
二　登録の年月日
２　都道府県の教育委員会は、登録をしたときは、遅滞なく、その旨を当該登録の申請をした者に
通知するとともに、前項各号に掲げる事項をインターネットの利用その他の方法により公表しな
ければならない。
（変更の届出）
第十五条　博物館の設置者は、第十二条第一項第一号又は第二号に掲げる事項を変更するときは、
あらかじめ、その旨を都道府県の教育委員会に届け出なければならない。
２　都道府県の教育委員会は、前項の規定による届出があつたときは、当該届出に係る登録事項の
変更登録をするとともに、その旨をインターネットの利用その他の方法により公表しなければな
らない。
（都道府県の教育委員会への定期報告）
第十六条　博物館の設置者は、当該博物館の運営の状況について、都道府県の教育委員会の定める
ところにより、定期的に、都道府県の教育委員会に報告しなければならない。
（報告又は資料の提出）
第十七条　都道府県の教育委員会は、その登録に係る博物館の適正な運営を確保するため必要があ
ると認めるときは、当該博物館の設置者に対し、その運営の状況に関し報告又は資料の提出を求
めることができる。
（勧告及び命令）
第十八条　都道府県の教育委員会は、その登録に係る博物館が第十三条第一項各号のいずれかに該
当しなくなつたと認めるときは、当該博物館の設置者に対し、必要な措置をとるべきことを勧告
することができる。
２　都道府県の教育委員会は、前項の規定による勧告を受けた博物館の設置者が、正当な理由がな
くてその勧告に係る措置をとらなかつたときは、当該博物館の設置者に対し、期限を定めて、そ
の勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。
３　第十三条第三項の規定は、第一項の規定による勧告及び前項の規定による命令について準用す
る。
（登録の取消し）
第十九条　都道府県の教育委員会は、その登録に係る博物館の設置者が次の各号のいずれかに該当
するときは、当該博物館の登録を取り消すことができる。
一　偽りその他不正の手段により登録を受けたとき。
二　第十五条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。
三　第十六条の規定に違反したとき。
四　第十七条の報告若しくは資料の提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をしたと
き。
五　前条第二項の規定による命令に違反したとき。
２　第十三条第三項の規定は、前項の規定による登録の取消しについて準用する。
３　都道府県の教育委員会は、第一項の規定により登録の取消しをしたときは、速やかにその旨
を、当該登録に係る博物館の設置者に対し通知するとともに、インターネットの利用その他の方
法により公表しなければならない。
（博物館の廃止）
第二十条　博物館の設置者は、博物館を廃止したときは、速やかにその旨を都道府県の教育委員会
に届け出なければならない。
２　都道府県の教育委員会は、前項の規定による届出があつたときは、当該届出に係る博物館の登
録を抹消するとともに、その旨をインターネットの利用その他の方法により公表しなければなら
ない。
（都道府県又は指定都市の設置する博物館に関する特例）
第二十一条　第十五条第一項、第十六条から第十八条まで及び前条第一項の規定は、都道府県又は
指定都市の設置する博物館については、適用しない。
２　都道府県又は指定都市の設置する博物館についての第十五条第二項、第十九条第一項及び第三
項並びに前条第二項の規定の適用については、第十五条第二項中「前項の規定による届出があつ
たときは、当該届出に係る登録事項」とあるのは「その設置する博物館について第十二条第一項
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第一号又は第二号に掲げる事項に変更があるときは、当該事項」と、第十九条第一項中「登録に
係る博物館の設置者が次の各号のいずれかに該当する」とあるのは「設置する博物館が第十三条
第一項第三号から第六号までのいずれかに該当しなくなつたと認める」と、同条第三項中「その
旨を、当該登録に係る博物館の設置者に対し通知するとともに、」とあるのは「その旨を」と、
前条第二項中「前項の規定による届出があつたときは、当該届出に係る」とあるのは「その設置
する博物館を廃止したときは、当該」とする。
（規則への委任）
第二十二条　この章に定めるものを除くほか、博物館の登録に関し必要な事項は、都道府県の教育
委員会の規則で定める。
第三章　公立博物館

（博物館協議会）
第二十三条　公立博物館に、博物館協議会を置くことができる。
２　博物館協議会は、博物館の運営に関し館長の諮問に応ずるとともに、館長に対して意見を述べ
る機関とする。
第二十四条　博物館協議会の委員は、地方公共団体の設置する博物館にあつては当該博物館を設置
する地方公共団体の教育委員会（地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律
第百六十二号）第二十三条第一項の条例の定めるところにより地方公共団体の長が当該博物館の
設置、管理及び廃止に関する事務を管理し、及び執行することとされている場合にあつては、当
該地方公共団体の長）が、地方独立行政法人の設置する博物館にあつては当該地方独立行政法人
の理事長がそれぞれ任命する。
第二十五条　博物館協議会の設置、その委員の任命の基準、定数及び任期その他博物館協議会に関
し必要な事項は、地方公共団体の設置する博物館にあつては当該博物館を設置する地方公共団体
の条例で、地方独立行政法人の設置する博物館にあつては当該地方独立行政法人の規程でそれぞ
れ定めなければならない。この場合において、委員の任命の基準については、文部科学省令で定
める基準を参酌するものとする。
（入館料等）
第二十六条　公立博物館は、入館料その他博物館資料の利用に対する対価を徴収してはならない。
ただし、博物館の維持運営のためにやむを得ない事情のある場合は、必要な対価を徴収すること
ができる。
（博物館の補助）
第二十七条　国は、博物館を設置する地方公共団体又は地方独立行政法人に対し、予算の範囲内に
おいて、博物館の施設、設備に要する経費その他必要な経費の一部を補助することができる。
２　前項の補助金の交付に関し必要な事項は、政令で定める。
（補助金の交付中止及び補助金の返還）
第二十八条　国は、博物館を設置する地方公共団体又は地方独立行政法人に対し前条の規定による
補助金の交付をした場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、当該年度におけるそ
の後の補助金の交付をやめるとともに、第一号の場合の取消しが第十九条第一項第一号に該当す
ることによるものである場合には、既に交付した補助金を、第三号又は第四号に該当する場合に
は、既に交付した当該年度の補助金を返還させなければならない。
一　当該博物館について、第十九条第一項の規定による登録の取消しがあつたとき。
二　地方公共団体又は地方独立行政法人が当該博物館を廃止したとき。
三　地方公共団体又は地方独立行政法人が補助金の交付の条件に違反したとき。
四　地方公共団体又は地方独立行政法人が虚偽の方法で補助金の交付を受けたとき。
第四章　私立博物館

（都道府県の教育委員会との関係）
第二十九条　都道府県の教育委員会は、博物館に関する指導資料の作成及び調査研究のために、私
立博物館に対し必要な報告を求めることができる。
２　都道府県の教育委員会は、私立博物館に対し、その求めに応じて、私立博物館の設置及び運営
に関して、専門的、技術的の指導又は助言を与えることができる。
（国及び地方公共団体との関係）
第三十条　国及び地方公共団体は、私立博物館に対し、その求めに応じて、必要な物資の確保につ
き援助を与えることができる。
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第五章　博物館に相当する施設
第三十一条　次の各号に掲げる者は、文部科学省令で定めるところにより、博物館の事業に類する
事業を行う施設であつて当該各号に定めるものを、博物館に相当する施設として指定することが
できる。
一　文部科学大臣　国又は独立行政法人が設置するもの
二　都道府県の教育委員会　国及び独立行政法人以外の者が設置するもののうち、当該都道府県
の区域内に所在するもの（指定都市の区域内に所在するもの（都道府県が設置するものを除
く。）を除く。）
三　指定都市の教育委員会　国、独立行政法人及び都道府県以外の者が設置するもののうち、当
該指定都市の区域内に所在するもの

２　前項の規定による指定をした者は、当該指定をした施設（以下この条において「指定施設」と
いう。）が博物館の事業に類する事業を行う施設に該当しなくなつたと認めるときその他の文部
科学省令で定める事由に該当するときは、文部科学省令で定めるところにより、当該指定施設に
ついての前項の規定による指定を取り消すことができる。
３　第一項の規定による指定をした者は、当該指定をしたとき又は前項の規定による指定の取消し
をしたときは、その旨をインターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。
４　第一項の規定による指定をした者は、指定施設の設置者に対し、その求めに応じて、当該指定
施設の運営に関して、専門的、技術的な指導又は助言を与えることができる。
５　指定施設は、その事業を行うに当たつては、第三条第二項及び第三項の規定の趣旨を踏まえ、
博物館、他の指定施設、地方公共団体、学校、社会教育施設その他の関係機関及び民間団体と相
互に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。
６　国又は独立行政法人が設置する指定施設は、博物館及び他の指定施設における公開の用に供す
るための資料の貸出し、職員の研修の実施その他の博物館及び他の指定施設の事業の充実のため
に必要な協力を行うよう努めるものとする。
附　則

この法律は、公布の日から起算して三箇月を経過した日から施行する。
附　則〔昭和二七年八月一四日法律第三〇五号抄〕

（施行期日）
１　この法律は、附則第六項及び附則第十六項から附則第二十六項までの規定を除き、公布の日か
ら施行し、附則第六項及び附則第十六項から附則第二十六項までの規定は、公布の日から起算し
て六箇月をこえない期間内において政令で定める日から施行する。〔後略〕

〔昭和二八年一月政令八号により、昭和二八・二・一三から施行〕
附　則〔昭和二八年八月一五日法律第二一三号〕

１　この法律は、昭和二十八年九月一日から施行する。〔後略〕
２　この法律施行前従前の法令の規定によりなされた許可、認可その他の処分又は申請、届出その
他の手続は、それぞれ改正後の相当規定に基いてなされた処分又は手続とみなす。
３　この法律施行の際従前の法令の規定により置かれている機関又は職員は、それぞれ改正後の相
当規定に基いて置かれたものとみなす。
附　則〔昭和三〇年七月二二日法律第八一号〕

（施行期日）
１　この法律は、公布の日から施行する。
（経過規定）
２　改正前の博物館法（以下「旧法」という。）第五条第一項第二号、第四号又は第五号に該当す
る者は、改正後の博物館法（以下「新法」という。）第五条の規定にかかわらず、学芸員となる
資格を有するものとする。
３　旧法附則第六項の規定により人文科学学芸員又は自然科学学芸員となる資格を有していた者
は、新法第五条の規定にかかわらず、この法律の施行の日から起算して一年間は、学芸員となる
資格を有するものとする。
４　新法第五条第二号の学芸員補の職には、旧法附則第四項に規定する学芸員補の職に相当する職
又はこれと同等以上の職を含むものとする。
附　則〔昭和三一年六月三〇日法律第一六三号抄〕

（施行期日）

第一法規『D1-Law.com 現行法規』 6/11

2023/7/4 13:56



１　この法律は、昭和三十一年十月一日から施行する。〔後略〕
附　則〔昭和三四年四月三〇日法律第一五八号抄〕

（施行期日）
１　この法律は、公布の日から施行する。

附　則〔昭和四六年六月一日法律第九六号抄〕
（施行期日等）
１　この法律は、公布の日から施行する。〔後略〕
〔経過措置〕
５　この法律の施行前に第十三条の規定による改正前の博物館法第二十九条の規定により文部大臣
がした指定は、第十三条の規定による改正後の博物館法第二十九条の規定により文部大臣又は都
道府県の教育委員会がした指定とみなす。
附　則〔昭和五八年一二月二日法律第七八号〕

１　この法律（第一条を除く。）は、昭和五十九年七月一日から施行する。
２　この法律の施行の日の前日において法律の規定により置かれている機関等で、この法律の施行
の日以後は国家行政組織法又はこの法律による改正後の関係法律の規定に基づく政令（以下「関
係政令」という。）の規定により置かれることとなるものに関し必要となる経過措置その他この
法律の施行に伴う関係政令の制定又は改廃に関し必要となる経過措置は、政令で定めることがで
きる。
附　則〔昭和六一年一二月四日法律第九三号抄〕

（施行期日）
第一条　この法律は、昭和六十二年四月一日から施行する。〔後略〕
（政令への委任）
第四十二条　附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な事項は、
政令で定める。
附　則〔平成三年四月二日法律第二三号抄〕

（施行期日）
１　この法律は、平成三年七月一日から施行する。〔後略〕

附　則〔平成三年四月二日法律第二五号抄〕
（施行期日）
１　この法律は、平成三年七月一日から施行する。

附　則〔平成五年一一月一二日法律第八九号抄〕
（施行期日）
第一条　この法律は、行政手続法（平成五年法律第八十八号）の施行の日〔平成六年一〇月一日〕
から施行する。
（諮問等がされた不利益処分に関する経過措置）
第二条　この法律の施行前に法令に基づき審議会その他の合議制の機関に対し行政手続法第十三条
に規定する聴聞又は弁明の機会の付与の手続その他の意見陳述のための手続に相当する手続を執
るべきことの諮問その他の求めがされた場合においては、当該諮問その他の求めに係る不利益処
分の手続に関しては、この法律による改正後の関係法律の規定にかかわらず、なお従前の例によ
る。
（聴聞に関する規定の整理に伴う経過措置）
第十四条　この法律の施行前に法律の規定により行われた聴聞、聴問若しくは聴聞会（不利益処分
に係るものを除く。）又はこれらのための手続は、この法律による改正後の関係法律の相当規定
により行われたものとみなす。
（政令への委任）
第十五条　附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置
は、政令で定める。
附　則〔平成一一年七月一六日法律第八七号抄〕

（施行期日）
第一条　この法律は、平成十二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該
各号に定める日から施行する。
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一　〔前略〕附則第七条、第十条、第十二条、第五十九条ただし書、第六十条第四項及び第五
項、第七十三条、第七十七条、第百五十七条第四項から第六項まで、第百六十条、第百六十三
条、第百六十四条並びに第二百二条の規定　公布の日
二～六　〔略〕
（国等の事務）
第百五十九条　この法律による改正前のそれぞれの法律に規定するもののほか、この法律の施行前
において、地方公共団体の機関が法律又はこれに基づく政令により管理し又は執行する国、他の
地方公共団体その他公共団体の事務（附則第百六十一条において「国等の事務」という。）は、
この法律の施行後は、地方公共団体が法律又はこれに基づく政令により当該地方公共団体の事務
として処理するものとする。
（処分、申請等に関する経過措置）
第百六十条　この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この条及び附
則第百六十三条において同じ。）の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定によりされた許可等
の処分その他の行為（以下この条において「処分等の行為」という。）又はこの法律の施行の際
現に改正前のそれぞれの法律の規定によりされている許可等の申請その他の行為（以下この条に
おいて「申請等の行為」という。）で、この法律の施行の日においてこれらの行為に係る行政事
務を行うべき者が異なることとなるものは、附則第二条から前条までの規定又は改正後のそれぞ
れの法律（これに基づく命令を含む。）の経過措置に関する規定に定めるものを除き、この法律
の施行の日以後における改正後のそれぞれの法律の適用については、改正後のそれぞれの法律の
相当規定によりされた処分等の行為又は申請等の行為とみなす。
２　この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により国又は地方公共団体の機関に対し報
告、届出、提出その他の手続をしなければならない事項で、この法律の施行の日前にその手続が
されていないものについては、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあるもののほか、
これを、改正後のそれぞれの法律の相当規定により国又は地方公共団体の相当の機関に対して報
告、届出、提出その他の手続をしなければならない事項についてその手続がされていないものと
みなして、この法律による改正後のそれぞれの法律の規定を適用する。
（不服申立てに関する経過措置）
第百六十一条　施行日前にされた国等の事務に係る処分であって、当該処分をした行政庁（以下こ
の条において「処分庁」という。）に施行日前に行政不服審査法に規定する上級行政庁（以下こ
の条において「上級行政庁」という。）があったものについての同法による不服申立てについて
は、施行日以後においても、当該処分庁に引き続き上級行政庁があるものとみなして、行政不服
審査法の規定を適用する。この場合において、当該処分庁の上級行政庁とみなされる行政庁は、
施行日前に当該処分庁の上級行政庁であった行政庁とする。
２　前項の場合において、上級行政庁とみなされる行政庁が地方公共団体の機関であるときは、当
該機関が行政不服審査法の規定により処理することとされる事務は、新地方自治法第二条第九項
第一号に規定する第一号法定受託事務とする。
（手数料に関する経過措置）
第百六十二条　施行日前においてこの法律による改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含
む。）の規定により納付すべきであった手数料については、この法律及びこれに基づく政令に別
段の定めがあるもののほか、なお従前の例による。
（その他の経過措置の政令への委任）
第百六十四条　この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則に関
する経過措置を含む。）は、政令で定める。
２　附則第十八条、第五十一条及び第百八十四条の規定の適用に関して必要な事項は、政令で定め
る。
〔平成一一年一二月二二日法律第一六〇号抄〕

（処分、申請等に関する経過措置）
第千三百一条　中央省庁等改革関係法及びこの法律（以下「改革関係法等」と総称する。）の施行
前に法令の規定により従前の国の機関がした免許、許可、認可、承認、指定その他の処分又は通
知その他の行為は、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法
等の施行後の法令の相当規定に基づいて、相当の国の機関がした免許、許可、認可、承認、指定
その他の処分又は通知その他の行為とみなす。
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２　改革関係法等の施行の際現に法令の規定により従前の国の機関に対してされている申請、届出
その他の行為は、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法等
の施行後の法令の相当規定に基づいて、相当の国の機関に対してされた申請、届出その他の行為
とみなす。
３　改革関係法等の施行前に法令の規定により従前の国の機関に対し報告、届出、提出その他の手
続をしなければならないとされている事項で、改革関係法等の施行の日前にその手続がされてい
ないものについては、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、これを、
改革関係法等の施行後の法令の相当規定により相当の国の機関に対して報告、届出、提出その他
の手続をしなければならないとされた事項についてその手続がされていないものとみなして、改
革関係法等の施行後の法令の規定を適用する。
（従前の例による処分等に関する経過措置）
第千三百二条　なお従前の例によることとする法令の規定により、従前の国の機関がすべき免許、
許可、認可、承認、指定その他の処分若しくは通知その他の行為又は従前の国の機関に対してす
べき申請、届出その他の行為については、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の
施行後は、改革関係法等の施行後の法令の規定に基づくその任務及び所掌事務の区分に応じ、そ
れぞれ、相当の国の機関がすべきものとし、又は相当の国の機関に対してすべきものとする。
（政令への委任）
第千三百四十四条　第七十一条から第七十六条まで及び第千三百一条から前条まで並びに中央省庁
等改革関係法に定めるもののほか、改革関係法等の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経
過措置を含む。）は、政令で定める。
附　則〔平成一一年一二月二二日法律第一六〇号抄〕

（施行期日）
第一条　この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。ただし、
次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。
一　〔前略〕第千三百四十四条の規定　公布の日
二　〔略〕
附　則〔平成一一年一二月二二日法律第二二〇号抄〕

（施行期日）
第一条　この法律（第一条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。〔後略〕

附　則〔平成一三年七月一一日法律第一〇五号抄〕
（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め
る日から施行する。
一　〔略〕
二　〔前略〕附則第五条から第十六条までの規定　平成十四年四月一日
〔平成一八年六月二日法律第五〇号抄〕

（罰則に関する経過措置）
第四百五十七条　施行日前にした行為及びこの法律の規定によりなお従前の例によることとされる
場合における施行日以後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
（政令への委任）
第四百五十八条　この法律に定めるもののほか、この法律の規定による法律の廃止又は改正に伴い
必要な経過措置は、政令で定める。
附　則〔平成一八年六月二日法律第五〇号〕

沿革
平成二三年　六月二四日号外法律第七四号〔情報処理の高度化等に対処す
るための刑法等の一部を改正する法律附則三五条による改正〕

この法律は、一般社団・財団法人法〔一般社団法人及び一般財団法人に関する法律＝平成一八年
六月法律第四八号〕の施行の日〔平成二〇年一二月一日〕から施行する。〔後略〕

附　則〔平成一九年六月二七日法律第九六号抄〕
（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施
行する。〔後略〕
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〔平成一九年一二月政令三六二号により、平成一九・一二・二六から施行〕
附　則〔平成二〇年六月一一日法律第五九号抄〕

（施行期日）
１　この法律は、公布の日から施行する。〔後略〕

附　則〔平成二三年六月二四日法律第七四号抄〕
（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して二十日を経過した日から施行する。〔後略〕

附　則〔平成二三年八月三〇日法律第一〇五号抄〕
（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め
る日から施行する。
一　〔略〕
二　〔前略〕第十七条から第十九条まで〔中略〕の規定　平成二十四年四月一日
三～六　〔略〕
（政令への委任）
第八十二条　この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関す
る経過措置を含む。）は、政令で定める。
附　則〔平成二六年六月四日法律第五一号抄〕

（施行期日）
第一条　この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。〔後略〕
（処分、申請等に関する経過措置）
第七条　この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この条及び次条に
おいて同じ。）の施行前にこの法律による改正前のそれぞれの法律の規定によりされた許可等の
処分その他の行為（以下この項において「処分等の行為」という。）又はこの法律の施行の際現
にこの法律による改正前のそれぞれの法律の規定によりされている許可等の申請その他の行為
（以下この項において「申請等の行為」という。）で、この法律の施行の日においてこれらの行
為に係る行政事務を行うべき者が異なることとなるものは、附則第二条から前条までの規定又は
この法律による改正後のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の経過措置に関する規定
に定めるものを除き、この法律の施行の日以後におけるこの法律による改正後のそれぞれの法律
の適用については、この法律による改正後のそれぞれの法律の相当規定によりされた処分等の行
為又は申請等の行為とみなす。
２　この法律の施行前にこの法律による改正前のそれぞれの法律の規定により国又は地方公共団体
の機関に対し報告、届出、提出その他の手続をしなければならない事項で、この法律の施行の日
前にその手続がされていないものについては、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあ
るもののほか、これを、この法律による改正後のそれぞれの法律の相当規定により国又は地方公
共団体の相当の機関に対して報告、届出、提出その他の手続をしなければならない事項について
その手続がされていないものとみなして、この法律による改正後のそれぞれの法律の規定を適用
する。
（政令への委任）
第九条　附則第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置
（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。
附　則〔平成二九年五月三一日法律第四一号抄〕

（施行期日）
第一条　この法律は、平成三十一年四月一日から施行する。ただし、次条及び附則第四十八条の規
定は、公布の日から施行する。
（政令への委任）
第四十八条　この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定
める。
附　則〔令和元年六月七日法律第二六号抄〕

（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め
る日から施行する。
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一　〔略〕
二　第十一条の規定及び附則第三条の規定　公布の日から起算して六月を経過した日
三・四　〔略〕
（罰則に関する経過措置）
第三条　附則第一条第二号に掲げる規定の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお
従前の例による。
（政令への委任）
第四条　前二条に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過
措置を含む。）は、政令で定める。
附　則〔令和四年四月一五日法律第二四号〕

（施行期日）
第一条　この法律は、令和五年四月一日から施行する。ただし、附則第三条の規定は、公布の日か
ら施行する。
（経過措置）
第二条　この法律の施行の際現に学芸員となる資格を有する者は、この法律による改正後の博物館
法（以下この条において「新博物館法」という。）第五条に規定する学芸員となる資格を有する
者とみなす。
２　この法律の施行の際現に博物館において学芸員補の職にある者は、新博物館法第六条の規定に
かかわらず、この法律の施行の日（次項及び第四項において「施行日」という。）以後も引き続
き当該博物館において、学芸員補となる資格を有する者としてその職にあることができる。
３　施行日前にされたこの法律による改正前の博物館法（次項及び第六項において「旧博物館法」
という。）第十一条の登録の申請であって、この法律の施行の際、まだその登録をするかどうか
の処分がされていないものについての登録の処分については、なお従前の例による。
４　この法律の施行の際現に旧博物館法第十条の登録を受けている又は施行日以後に前項の規定に
よりなお従前の例によることとされる同条の登録を受ける博物館は、施行日から起算して五年を
経過する日までの間は、新博物館法第十一条の登録を受けたものとみなす。当該博物館の設置者
がその期間内に同条の登録の申請をした場合において、その期間を経過したときは、その申請に
ついて登録をするかどうかの処分がある日までの間も、同様とする。
５　前項の規定により新博物館法第十一条の登録を受けたものとみなされる博物館が同条の登録を
受けるまでの間における当該博物館についての新博物館法第十八条第一項及び第二十一条第二項
の規定の適用については、新博物館法第十八条第一項中「第十三条第一項各号」とあり、及び新
博物館法第二十一条第二項中「第十三条第一項第三号から第六号まで」とあるのは、「博物館法
の一部を改正する法律（令和四年法律第二十四号）による改正前の第十二条各号」とする。
６　この法律の施行の際現に旧博物館法第二十九条の指定を受けている施設は、新博物館法第三十
一条第一項の指定を受けたものとみなす。
（政令への委任）
第三条　前条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。
（租税特別措置法の一部改正）
第四条　租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）の一部を次のように改正する。
〔次のよう略〕
（美術品の美術館における公開の促進に関する法律及び展覧会における美術品損害の補償に関す
る法律の一部改正）
第五条　次に掲げる法律の規定中「第二十九条の規定により博物館に相当する施設として指定され
た施設」を「第三十一条第二項に規定する指定施設」に改める。
一　美術品の美術館における公開の促進に関する法律（平成十年法律第九十九号）第二条第二号
二　展覧会における美術品損害の補償に関する法律（平成二十三年法律第十七号）第二条第二号
ハ
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